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意見書案第１号 

 

   学校教育におけるデジタルトランスフォーメーションを適切に 

進めるための意見書 

 

 上記意見書を別紙のとおり提出する。 

 

 

令和３年６月２５日 

 

発議者 北広島市議会議員  木 村 真千子 

賛成者    同      中 川 昌 憲 

 同     同      沢 岡 信 広 

 同     同      山 本 博 己 

 同     同      鶴 谷 聡 美 

 同     同      佐 藤 敏 男 

 

 

提案理由   学校教育にICTを浸透させ、さらなる教育の充実を図るため、 

デジタルトランスフォーメーションの実現に向けて取り組んで 

いくことを強く求める。 

 

 

提出先   内閣総理大臣外関係大臣 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

学校教育におけるデジタルトランスフォーメーションを適切に進めるための意見書（案） 
 

現在、教育の現場では、「誰一人取り残すことのない公正に個別最適化され、創造性を育

む学び」の実現を目指す「GIGA スクール構想」の一環で、児童生徒に一人一台の情報端末

の貸与、並びに校内の高速ネットワーク整備が進められている。 

また、これらのハード面の取り組みに加えて、児童生徒の「個別最適な学び」と「協働

的な学び」の充実や、「特別な配慮を必要とする児童生徒の学習上の困難の低減に資するも

の」として、「デジタル教科書」の導入も進められようとしている。 

「GIGA スクール構想」に対しては、ICT を活用したオンラインでの授業や宿題の配付、

さらにデジタル教科書やデジタルドリルの活用など、各人の状況に合わせた学習を推進す

ることにより、多様な学びの実現と教員の負担軽減などへの期待が高まっている。 

一方で、すべての教員が情報端末を活用した一定レベルの授業を行うことができるよう

に、個人情報の取扱及び管理も含めた教職員の資質の向上が求められる。 

また、デジタル教科書・教材は、学校から貸与された端末を使い、学校のシステムに接

続する必要があり、例えば、転校先でも復習や学びが継続できる環境を整備しておくこと

も重要である。 

しかし、デジタル教科書のみを使用した場合には、学習の基本能力である「読解力」の

低下が危惧される。そこで、基本的な「学ぶスキル」を身に付けるため、デジタルだけで

なく、紙面の活用と対面学習の併用を検討することが必要である。 

また、デジタル教科書等の使用にあたっては、長時間利用に伴う視力低下や電磁波の影響

など、児童生徒への健康被害を、十分に考慮しなければならない。 

以上の点に留意しながら、Society５.０時代を生きる児童生徒に相応しい教育を推進す

るため、各自治体において、学校教育に ICT を浸透させ、さらなる教育の充実を図るため

のデジタルトランスフォーメーション（以下、DX）の実現に向けて、取り組んでいくべき

である。 

よって、政府においては、以下の事項について迅速に対応することを強く求める。 

 

記 

 

１ 情報端末の利活用、個人情報の取扱など、教育 DX に対応した教職員研修のあり方につ

いて検討を進めること。また、研修にあたっては、教職員の自主・自立性を尊重すること。 

２ システムやソフトウェアの整備、情報端末や通信設備の修繕や定期更新など、教育 DX

に関する学校教育予算の充実・確保とそのあり方について検討を進めること。 

３ よく聞き、よく読み、よく書くなどの生涯学び続けるための基本的な「学ぶスキル」を

身に付けるために、紙面の活用と対面学習の併用を検討すること。また、デジタル教科書

等の使用にあたっては、長時間利用に伴う視力低下や電磁波の影響など、児童生徒への健

康被害を十分に考慮すること。 
 
以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
 

令和３年６月２５日 

北海道北広島市議会 

 



意見書案第２号 

 

   地域医療構想を見直し、実情に応じた医療体制の確立を求める意見書 

 

 上記意見書を別紙のとおり提出する。 

 

 

令和３年６月２５日 

 

発議者 北広島市議会議員  山 本 博 己 

賛成者    同      中 川 昌 憲 

 同     同      沢 岡 信 広 

 同     同      木 村 真千子 

 同     同      鶴 谷 聡 美 

 同     同      佐 藤 敏 男 

 

提案理由   コロナ危機に立ち向かう自治体及び医療関係者などの声を真 

摯に受け止め、「地域医療構想」を見直し、実情に応じた医療体 

制を確立するよう強く求める。 

 

 

提出先   衆参両院議長及び内閣総理大臣外関係大臣 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

地域医療構想を見直し、実情に応じた医療体制の確立を求める意見書（案） 

 

コロナ危機は、医療提供体制の脆弱さを露呈し、これまでの医療政策を見直し、根本的に

転換する課題が鮮明になった。 

国は、病床の機能分化と連携を強め、効率的な医療提供体制を構築するとして「地域医療

構想」を推進し、２０１５年から２０２５年の間に「高度急性期」を３．８万床、「急性期」

を１９．５万床、合計で２３．３万床の病床を削減しようとしている。 

しかし、計画通り進まないことから、安倍前首相は、①全国４２４の公立・公的病院のリ

ストの公表、②集中的な財政投入をおこなう「重点支援区域」の設定、③消費税財源を活用

した「病床削減推進法」などの追加策を打ち出し、菅首相への交代を機に動きが加速してい

る。 

自治体や医療機関関係からは、コロナ危機のもとでの病床不足の深刻化、公表された医療

機関の中にコロナ対策に中心的な役割を果たす感染症指定医療機関が含まれるなどの「地域

医療構想」に対し、見直しを求める声が高まっている。 

「病床削減推進法」の骨子を決めた社会保障審議会医療部会（２０２０年１２月２５日）

で、全国知事会の代表は、（コロナ対応で）病床を確保しようと一生懸命努力しているさな

か、相手方の病院に、再編整理の話を持ちかけるなどの負担を懸念した発言をし、全国市長

会の代表も「このまま地域医療構想をすすめることは、医療崩壊を加速させるおそれがある」

との声をあげた。全国的にも感染が急速に拡大し、「自宅待機の患者が死亡」「一般患者の手

術延期」「救急患者の受入抑制」「外来診察科の縮小」など、深刻な状況が広がる中で、医療

崩壊を加速させるような政策は見直すべきである。 

全国１,６００の病院が加入する全国公私病院連盟の邊見公雄会長は、診療報酬の抑制や

自治体病院の統廃合によって医療に不可欠な「余裕」を奪い、感染症対策の専門家や診療科

を減らして、効率を重視する医療政策を批判し、政策の根本的転換を訴えている。 

よって、国会及び政府においては、必死にコロナ危機に立ち向かう自治体及び医療関係者

などの声を真摯に受け止め、「地域医療構想」を見直し、実情に応じた医療体制を確立する

ように強く求める。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

 

令和３年６月２５日 

北海道北広島市議会 

 

 



意見書案第３号 

 

   保健師等の増員・保健所機能の強化を求める意見書 

 

 上記意見書を別紙のとおり提出する。 

 

 

令和３年６月２５日 

 

発議者 北広島市議会議員  山 本 博 己 

賛成者    同      中 川 昌 憲 

 同     同      沢 岡 信 広 

 同     同      木 村 真千子 

 同     同      鶴 谷 聡 美 

 同     同      佐 藤 敏 男 

 

 

提案理由   現瞬間のコロナ対策、今後の感染症拡大や災害を想定し、備 

えのできる保健師等の増員・保健所機能の強化をはかるため、 

これまでの方針を転換することを強く求める。 

 

提出先   衆参両院議長及び内閣総理大臣外関係大臣 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

保健師等の増員・保健所機能の強化を求める意見書（案） 
 

新型コロナウイルスの感染拡大は、公衆衛生の最前線で奮闘する保健師を増員すると同時

に、保健所の機能強化を改善する必要性が明らかになった。 
保健所体制の脆弱さが社会問題になる中、総務省・厚労省による「保健所体制に関する自

治体調査」（２０２０年９月）が行われ、特に強化が必要な内容として、７６%の自治体が「保

健師の増員」と回答した。これを受けて政府は、２年間で９００人を増やすとしている。１

保健所当たり４～６人の増員になるが、これだけではコロナ禍における現場の実態に即して

いない。 

保健師は、業務量の増加によって昼夜を問わず必死に奮闘している。「土日も出勤」「眠ら

れない」「体調がおかしい」などの身体的苦痛に加えて、「搬送先が決まらない」「命の選別

をしているようで辛い」「入院できず在宅死した」などに直面し、精神的負担が重くなって

いる例もある。 
保健所の体制は、１９９０年以降、「行政改革」により職員総数が約３万４千人から約２

万８千人に、なかでも医師数は４割以上も減少している。拍車をかけたのが、１９９４年に

保健所の管轄地域をそれまでより広域の二次医療圏と一致させるとした地域保健法の制定

にある。１９９２年に８５２あった保健所が、２０２０年には４６９と約半数に減っている。 
全国保健所長会が、２０２０年３～４月に実施した実態調査によると、多くの政令指定都

市が、区ごとにあった保健所を１か所に減少したことに伴い職員数も減少し、コロナ対応で

保健所が逼迫する事態を招いていること、あわせて、今後も新たなタイプの感染症が発生す

ることを見据えて十分な人員を確保しておくことが重要であるとの回答を寄せている。さら

に、「保健所は健康危機管理の拠点であり、感染症だけでなく、毎年のように発生している

地震・水害などの災害時にも対応しなければならないが、通常業務で職員が手一杯になり、

十分な対応はできていない」「２０１８年３月に、災害発生時に被災地で保健医療の情報収

集や関係機関との連絡調整を行う災害時健康危機管理支援チーム（DHEAT）の制度が新設さ

れたが、この訓練も十分に行えていない」とも回答し、災害を想定した人員配置を求めてい

る。 

よって、国会及び政府においては、現瞬間のコロナ対策、今後の感染症拡大や災害を想定

し、備えのできる保健師等の増員・保健所機能の強化をはかるため、これまでの方針を転換

することを強く求める。 
 
以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
 

令和３年６月２５日 
北海道北広島市議会 

 



意見書案第４号 

 

   脱炭素社会の実現に向け、持続可能な再生可能エネルギー政策の 

推進を求める意見書 

 

 上記意見書を別紙のとおり提出する。 

 

 

令和３年６月２５日 

 

発議者 北広島市議会議員  鶴 谷 聡 美 

賛成者    同      中 川 昌 憲 

 同     同      沢 岡 信 広 

 同     同      木 村 真千子 

 同     同      山 本 博 己 

 同     同      佐 藤 敏 男 

 

 

提案理由   脱炭素社会の実現に向け、住民合意を尊重した持続可能な再 

生可能エネルギー政策の推進を強く要望する。 

 

提出先   衆参両院議長及び内閣総理大臣外関係大臣 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



意見書案第５号 

 

   地方財政の充実・強化に関する意見書 

 

 上記意見書を別紙のとおり提出する。 

 

 

令和３年６月２５日 

 

発議者 北広島市議会議員  佐 藤 敏 男 

賛成者    同      中 川 昌 憲 

 同     同      沢 岡 信 広 

 同     同      木 村 真千子 

 同     同      山 本 博 己 

 同     同      鶴 谷 聡 美 

 

 

提案理由   ２０２２年度の政府予算と地方財政の検討にあたっては、コ 

ロナ禍による新たな行政需要なども把握しながら、歳入・歳出 

を的確に見積もり、地方財政の確立をめざすよう求める。 

 

提出先   衆参両院議長及び内閣総理大臣外関係大臣 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



意見書案第６号 

 

   ２０２１年度北海道最低賃金改正等に関する意見書 

 

 上記意見書を別紙のとおり提出する。 

 

 

令和３年６月２５日 

 

発議者 北広島市議会議員  佐 藤 敏 男 

賛成者    同      中 川 昌 憲 

 同     同      沢 岡 信 広 

 同     同      木 村 真千子 

 同     同      山 本 博 己 

 同     同      鶴 谷 聡 美 

 

 

提案理由   最低賃金が上がらなければ、その近傍で働く多くの方の生活 

  はより一層厳しいものとなり、新型コロナウイルス感染症が収 

束した際の個人消費にも影響を与え、北海道経済の停滞を招く 

ことにつながりかねないため、令和３年度の北海道最低賃金の 

改正にあたり引き上げ等の措置を講ずるよう強く要望する。 

 

提出先   北海道労働局及び北海道最低賃金審議会外関係機関 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


